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１．令和4年福島県沖を震源とする地震について（概要）

発⽣⽇時 ︓ 2022年3⽉16⽇（⼟）23時36分
震 源 ︓ 福島県沖 深さ約55km
最⼤震度 ︓ 6強（マグニチュード7.4）

【参考】過去の主な地震の規模

地震 東北地⽅太平洋沖地震
（2011年）

熊本地震
（2016年）

⼤阪府北部を震源
とする地震

（2018年）
北海道胆振東部地震

（2018年）
令和3年福島県沖
を震源とする地震

（2021年）

最⼤震度 7（M9.0） 7（M7.3） 6弱（M6.1） 7（M6.7） 6強（M7.3）

（出典）地震調査研究推進本部 地震調査委員会
「2022 年３⽉ 16 ⽇福島県沖の地震の評価」
「2021 年２⽉ 13 ⽇福島県沖の地震の評価」

【令和４年福島県沖を震源とする地震】 【参考︓令和3年福島県沖を震源とする地震】
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（１）損害区分別データ（2023年3⽉末現在）

（※1）ここでいう保険⾦は、⽇本地震再保険株式会社から元受損害保険会社等に対し、2023年３⽉末までに⽀払われた再保険⾦を合計したもの。
（地震保険の契約はすべて⽇本地震再保険株式会社に再保険されていることから、再保険⾦の合計額は最終的に契約者等に対する⽀払保険
⾦の合計額と⼀致する。）

（※2）上記は速報値であり、保険⾦の億円未満を四捨五⼊して表記。

（単位︓⽬的件数は件、保険⾦は億円）

【参考︓地震保険⾦⽀払状況（2023年3⽉末現在）】

２．令和4年福島県沖を震源とする地震の地震保険⽀払保険⾦

地震名 ⽀払契約件数（件）（注） 保険⾦（億円）

東北地⽅太平洋沖地震(2011年) 826,110 12,894

熊本地震(2016年) 215,642 3,909

令和4年福島県沖を震源とする地震(2022年) 320,920 2,654

令和3年福島県沖を震源とする地震(2021年) 245,982 2,509

⼤阪府北部を震源とする地震(2018年) 159,369 1,248

全 損 ⼤半損 ⼩半損 ⼀部損 合 計

⽬的件数 保険⾦ ⽬的件数 保険⾦ ⽬的件数 保険⾦ ⽬的件数 保険⾦ ⽬的件数 保険⾦

建 物 199 19 586 37 16,076 516 241,865 1,423 258,726 1,995

家 財 746 27 4,182 95 36,254 393 85,925 144 127,107 659

合 計 945 46 4,768 132 52,330 909 327,790 1,567 385,833 2,654

（注）左表の「⽀払契約件数」では同⼀証
券の建物と家財は合わせて１件としている
が、上表の「⽬的件数」ではそれぞれ１件
としている。このため、両件数は⼀致しない。
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３．令和4年福島県沖を震源とする地震の地震保険⽀払保険⾦

（２）発災後の⽀払状況の推移
• 令和4年福島県沖を震源とする地震の発災約90⽇後の調査完了率（＝調査完了件数÷事故受付件数）は90.6％。

• 令和3年福島県沖を震源とする地震では、同時期の調査完了率は83.4%であった。同地震では、当時の新型コロナ
ウイルスの感染状況を踏まえ、⾃⼰申告⽅式を本格的に活⽤したが、契約者からの申告書の返送待ちや申告不備に
対する確認作業に⼀定の時間を要する場合があり、調査完了率に差が出たものと推定される。
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（※）⼀般社団法⼈ ⽇本損害保険協会調べ。

（注） 「事故受付件数」には、調査の依頼のほか、相談・問い合わせも含まれる。
「調査完了件数」には、調査が完了して実際に保険⾦を⽀払った件数のほか、保険⾦の⽀払対象とならなかった事案や相談・問い
合わせにより解決した事案の件数が含まれる。


